
平成 28 年 10 月 12 日 

災害情報伝達手段等の高度化事業に係る提案の公募 

総務省は、災害の発生時において、高齢者等の住民が適切な避難行動等をとることがで

きるよう、地域の実情に応じて新技術や既存技術を組み合わせる等して情報伝達手段等の

効果を検証する「災害情報伝達手段等の高度化事業」に係る提案を公募します。 

１ 公募の概要 

（１）公募対象者 

地方公共団体 

（２）公募する事業の概要 

A 戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業 

市区町村において、高齢者等の地域住民に効果的に防災情報を伝達できるよう、防災

行政無線の戸別受信機等を整備し、その情報伝達効果を検証します。 

B 防災情報システムに係る実証事業 

都道府県において、市区町村と連携して都道府県の防災情報システムを効果的に活用

できるよう、市区町村の業務機能を含む各種機能（情報共有、被害集約、被災者支援

等）を整備し、災害対応業務の効率化・迅速化等の効果を検証します。 

２ 提案書の提出方法 

（１）提出期限 

・紙媒体（郵送）・・・平成 28年 11月 11日（金）消印有効 

・電子媒体（メール）・・・平成 28年 11月 11日（金）17時必着 

（２）提案方法 

実施要領（別添１）及び提案書作成要領（別添２）に従い提案書を作成し、指定の方

法にて提出してください。 

３ 実施事業の選定 

実施事業の選定については、外部有識者による評価を行い、その結果に基づき、平成

28年 12月頃、総務省が行います。 

４ 関係書類 

【別添１】実施要領 

【別添２】提案書作成要領 

【別添３】様式１、様式２ 

［連絡先］ 
消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室 
（担 当：明田・塚狹・三浦・鈴木） 
電 話：03-5253-7526（直通） 
ＦＡＸ：03-5253-7536 

総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課重要無線室 
（担 当：瀬田・戸部・加納） 

電 話：03-5253-5888（直通） 
ＦＡＸ：03-5253-5889 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h28/10/281012_houdou_1_1.pptx
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h28/10/281012_houdou_1_2.docx


別添１ 

平成 28年度補正予算「災害情報伝達手段等の高度化事業」実施要領 

 

１ 事業概要 

（１）趣旨・目的 

高齢者等の住民が、適切な避難行動等をとることができるよう、地域の実情に応じて

新技術や既存技術の組み合わせ等による情報伝達手段等の提案型モデル事業を実施し、

優良事例等の事業成果を全国の地方公共団体に普及させることを目指す。 

（２）事業内容 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業 

市区町村において、高齢者等の地域住民に効果的に防災情報を伝達できるよう、防

災行政無線の戸別受信機等 ※１を整備し、その情報伝達効果を検証する。 

※１ 市町村防災行政無線（同報系）及びその戸別受信機、インターネットテレビ、V-Low マ

ルチメディア放送、IP 一斉電話、FM ラジオのほか地域の実情にあわせた情報伝達手段を用

いることとする。 

B.防災情報システムに係る実証事業 

都道府県において、市区町村と連携して都道府県の防災情報システムを効果的に活

用できるよう、市区町村の業務機能を含む各種機能（情報共有、被害集約、被災者支

援等）を整備し ※２、災害対応業務の効率化・迅速化等の効果を検証する。 

※２ 市区町村におけるシステムの整備も含む。 

（３）事業の進め方 

① 総務省は、地方公共団体から各事業の提案を募り、外部の有識者からなる評価委

員会の評価結果に基づき、実証事業実施団体を選定する。 

② 採択された提案に基づき実証事業実施団体が作成した仕様書をもとに、総務省は、

入札を実施し、落札者（以下「実証事業受託事業者」という。）と契約を締結す

る。 

③ 実証事業受託事業者は、情報伝達手段又は防災情報システムの整備及び検証を行

い、その結果を報告書にまとめる。 

④ 報告書をもとに、総務省は、優良事例等の事業成果を全国の自治体に普及させる

ためのガイドラインの作成（「災害情報伝達手段の整備等に関する手引き」（平

成 28年３月）の改訂等）を行う。 

（４）スケジュール（予定） 

平成 28年 11月 11日 提案書提出期限 

12月頃 評価委員会開催、実証事業実施団体の選定 

平成 29年 ５月頃 契約締結、整備開始 

12月頃 整備・検証完了 

平成 30年 ３月頃 報告書とりまとめ、ガイドライン作成 

 

２ 公募概要 

（１）提案者 



 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業・・・市区町村 

B.防災情報システムに係る実証事業・・・都道府県 

（２）事業費 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業・・・75百万円未満 

B.防災情報システムに係る実証事業・・・100百万円未満 

（３）実証事業実施団体数 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業・・・５団体程度を想定 

B.防災情報システムに係る実証事業・・・１団体程度を想定 

（４）提案書 

① 提出方法 

・  紙媒体（郵送）及び電子媒体（メール）での提出とする。 

② 作成方法・提出先等 

・ 別添２「提案書作成要領」のとおり 

③ 提出期限 

・ 紙媒体（郵送）・・・平成 28年 11月 11日（金）消印有効 

 ・ 電子媒体（メール）・・・平成 28年 11月 11日（金）17時必着 

 

３ 実証事業実施団体の選定 

（１）実証事業実施団体に求められること 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業 

・ 市区町村において、現状分析を行った上で、地域の実情に応じて防災情報を伝達

できるよう、防災行政無線の戸別受信機等を整備すること。 

・ 検証実験計画を作成し、訓練等を通じて情報伝達効果を検証すること。 

B.防災情報システムに係る実証事業 

・ 都道府県において、現状分析を行った上で、市区町村と連携して都道府県の防災

情報システムを効果的に活用できるよう、市区町村の業務機能を含む各種機能（情

報共有、被害集約、被災者支援等）を整備すること。 

・ 業務の標準化や最適化を図るため、他の地方公共団体や有識者を交えて機能仕様

を検討すること。 

・ 検証実験計画を作成し、訓練等を通じて災害対応業務の効率化・迅速化等の効果

を検証すること。 

（２）選定方法 

総務省は、外部の有識者からなる評価委員会を開催し、その結果に基づき実証事業

実施団体を選定する。評価は書面審査等により行う。なお、選定にあたり、必要に応

じて、提案書を提出した地方公共団体に対して、ヒアリングの実施や追加資料の提出

を求めることがある。 

（３）評価のポイント 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業 

①現状分析 

・ 提案する市区町村の地域特性、災害特性、現状の情報伝達手段に係る課題等の分



 

析が十分になされているか。 

・ 当該課題を解決するために提案する実証事業の内容、実証により期待される成果

及び成果が達成されたかどうかの検証方法が明確にされているか。 

②システムの内容 

・ 情報が届きにくい高齢者等に対して音声や文字表示等の工夫により、きめ細かく

確実に情報を伝えることができるシステムであるか。 

・ 既存のシステムと比較して、運用面や技術面で新規性はあるか。 

・ 提案する市区町村以外の市区町村でも導入可能な汎用性のあるシステムであるか。 

・ 耐災害性の向上が図られているか。 

③コスト 

・ 他のシステムと比較して、低額な構築経費・維持経費となっているか。 

④その他 

・ 自ら避難が困難な避難行動要支援者には、市区町村の避難支援計画に基づき、避

難支援できる体制が整っているか。 

     など 

B.防災情報システムに係る実証事業 

①現状分析 

・ 提案する都道府県の地域特性、災害特性、災害対応に係る課題等の分析が十分に

なされているか。 

・ 当該課題を解決するために提案する実証事業の内容、実証により期待される成果

及び成果が達成されたかどうかの検証方法が明確にされているか。 

②システムの内容 

・ GISを効果的に活用しているか。 

・ 既存のシステムと比較して、運用面や技術面で新規性はあるか。 

・ 提案する都道府県以外の都道府県でも導入可能な汎用性のあるシステムであるか。 

・ 耐災害性の向上が図られているか。 

③コスト 

・ 他のシステムと比較して、低額な構築経費・維持経費となっているか。 

④その他 

・ 都道府県と市区町村の連携体制が構築されているか。 

・ 実証事業において開発したアプリケーションを他の自治体に提供できることとな

っているか。 

                                    など 

（４）選定後の仕様書（案）作成等 

A.戸別受信機等の情報伝達手段に係る実証事業 

実証事業実施団体は、選定後１週間以内 に、実証事業の仕様書（案）を作成し、総

務省に提出すること。なお、総務省は、必要に応じて、実証事業実施団体と協議の上、

仕様書（案）の修正を行うことがある。 

B.防災情報システムに係る実証事業 

 実証事業実施団体は、選定後１週間以内 に、実証事業の仕様書（案）を作成し、総



 

務省に提出すること。その後、総務省は、実証事業実施団体と共に、業務の標準化や

最適化を図るため、他の都道府県や有識者を交えて防災情報システムの機能仕様を検

討し、仕様書を作成する。 

 

４ 事業の実施等 

（１）実証事業受託事業者の決定 

３（４）仕様書（案）を元に、総務省において仕様書を作成し、一般競争入札（総

合評価方式）により、実証事業受託事業者を決定する。 

（２）事業の実施 

実証事業受託事業者は、総務省及び実証事業実施団体と密に連携を図り、情報伝達

手段又は防災情報システムの整備及び検証を実施する。 

（３）報告書の作成 

実証事業受託事業者は、実証事業実施団体における整備内容や検証結果をとりまと

めた報告書を作成し、総務省に提出する。 

 

５ 問合せ先 

 共通メールアドレス：dmco-psrco@ml.soumu.go.jp 
 ○消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室 

（担当：平成 28年度「災害情報伝達手段等の高度化事業」担当） 

  電話 03-5253-7526 

 

 ○総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課重要無線室 

（担当：平成 28年度「災害情報伝達手段等の高度化事業」担当） 

  電話 03-5253-5888 

 

６ その他 

（１）総務省は、実証事業において整備した設備等を実証事業実施団体に無償貸与（物

品の無償貸付及び譲与等に関する法律（昭和 22 年法律第 229 号）第５条第１項の規

定に基づく）する。 

（２）総務省は、本事業の各種作業の支援業務を行う事業者を別途選定し契約すること

としている。 

（３）各実証事業の内容について、総務省が公表することがある。 

 



 

別添２ 

提案書作成要領 

 

１ 提案書の構成 

（１）提案概要書（様式１のとおり） 

（２）提案書本体（様式２―１又は２－２のとおり） 

  ・ 様式（Ａ４）10枚以内に収めること。なお、Ａ３判１枚をＡ４判２枚と見なして

もよい。 

 

２ 提出形式 

 紙媒体（郵送）及び電子媒体（メール）での提出とする 

（１）紙媒体（郵送） 

 Ａ４ 10部 

（２）電子媒体（メール） 

   提案書は一式統合された形式及び編集が可能な形式で提出してください。 

① 一式統合された形式（ＰＤＦ） 

ファイル名「○県○市_事業名（一式）.pdf」 

② 編集可能な形式（ワード、エクセル、パワーポイント等） 

ファイル名「○県○市_事業名（様式１）.ppt」 

ファイル名「○県○市_事業名（様式２）.doc」 

 

３ 提出先 

 次の提出先に都道府県又は市区町村から提出してください。 

（１）紙媒体（郵送） 

  〒１００－８９２７ 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

消防庁 国民保護防災部・防災課 防災情報室 「災害情報伝達手段等の高度化事業」

担当 あて 

 （２）電子媒体（メール） 

  アドレス：dmco-psrco@ml.soumu.go.jp 

  （５MBを超える場合には、あらかじめ送付方法を相談ください） 
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